
足立区分別収集計画(平成２９～３３年度) 

 
平成 28年 6月 17日 

１ 計画策定の意義 

東京都区部のごみ量は、平成元年をピークに減少傾向にあり、最終処分場の延命化は着実に図られ

ているものの、新海面処分場に続く処分場を確保することは極めて困難な状況にある。 

また、ごみをめぐる問題は、処理や処分の問題であるだけではなく、環境の保全と資源の有効利用

を図るという観点からの対応が必要とされている。 
これらの諸問題の解決には、生産・消費・廃棄の抑制がなされる社会経済システムの構築、及びラ

イフスタイルの見直しを図り、循環型社会を形成していくことが必要である。 
そのためには、区民、事業者、行政が各自の果たすべき責任と役割を認識し、協働して循環型社会

の形成に努めなければならない。 
本計画はこのような状況のなか、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律(以下
「容器包装リサイクル法」という)第 8条に基づいて一般廃棄物に占める割合の高い容器包装廃棄物を
分別収集し、そのリサイクルを推進するとともに、最終処分量を削減して最終処分場のさらなる延命

化を図るための具体的な推進方策を明らかにするものである。 
 
２ 基本的方向 

本計画を実施するに当たっての基本的方向を以下に示す。 
(１) 区民、事業者、行政が主体的にそれぞれの適切な責任と役割を分担しながら、循環型社会の形成
を目指す。 

(２) 物の製造、流通、販売、消費、廃棄等の各段階でごみの発生・排出を抑制し、資源化を促進する。 
(３) 行政回収は、費用対効果に留意しながら、効率的で、区民が参加・協力しやすい排出・回収シス
テムをつくる。 

 
３ 計画期間 

本計画の計画期間は、平成２９年４月を始期とする５年間とし、３年ごとに改定する。 
 
４ 対象品目 

本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラス製容器（無色、茶色、

その他の色）、飲料用紙製容器、段ボール、紙製容器包装、ペットボトル、プラスチック製容器包装

を対象とする。 
 
５ 各年度における容器包装廃棄物の排出見込み(法第８条第２項第１号) 

 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 
容器包装廃棄物 38,993ｔ 39,082ｔ 39,151ｔ 39,166ｔ 39,142ｔ 



６ 容器包装廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項(法第８条第２項第２号) 

容器包装廃棄物の排出抑制のために以下の施策を実施する。 
(１)ごみ減量に向けた普及啓発 

区独自又は他区と連携し広報等のあらゆる媒体を活用し、区民・事業者に対し、ごみ量の現状、

最終処分場のひっ迫、ごみ処理経費等の情報の「見える化」を積極的に行い、ごみの発生抑制及び

排出抑制に努める。 
また、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック開催を契機に、これまで以上に国際化が進

むことから、様々な言語に対応したごみの分別方法等の普及啓発の充実を図る。 
 (２)簡易包装の促進及び小売包装の発生抑制 

特に２Ｒ（リデュース、リユース）の推進キャンペーン実施等により、簡易包装の促進や買物袋

持参などの啓発活動を行い、過剰包装の抑制を行う。 
 
７ 分別収集するものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の収集に係る分別の区分

(法第８条第２項第３号) 

本計画において対象とする容器包装廃棄物の種類を、下表左欄のように定める。 
また、区民の協力度及び収集機材等を勘案し、収集に係る分別の区分は下表右欄のとおりとする。 

分別収集する容器包装の種類 収集に係る分別の区分 

主としてスチール製の容器 
主としてアルミ製の容器 

缶 

主としてガラス製の容器 
（無色のガラス製容器） 
（茶色のガラス製容器） 
（その他の色のガラス製容器） 

びん 

主として紙製の容器であって飲料を充てんするためのもの 
(原材料としてアルミニウムが利用されているものを除く) 

飲料用紙パック 

主として段ボール製の容器 段ボール 
主としてポリエチレンテレフタレート(ＰＥＴ)製の容器であって 
飲料又はしょうゆ等を充てんするためのもの 

ペットボトル 

主としてプラスチック製の容器包装であって上記以外のもの 
白色、有色の発泡スチロール

製食品トレイ 



８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び第２条第６項に規

定する主務省令で定めるものの量の見込み(法第８条第２項第４号) 

 

 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 
主としてスチ

ール製の容器 
1,153ｔ 1,156ｔ 1,158ｔ 1,158ｔ 1,158ｔ 

主としてアル

ミ製の容器 
692ｔ  694ｔ 695ｔ 695ｔ 695ｔ 

無色のガラス

製容器 

（合計） 

2,072ｔ 
（合計） 

2,077ｔ 
（合計） 

2,081ｔ 
（合計） 

2,082ｔ 
（合計） 

 2,080ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

2,072ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

2,077ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

2,081ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

2,082ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

2,080ｔ 

茶色のガラス

製容器 

（合計） 

1,442ｔ 
（合計） 

1,446ｔ 
（合計） 

1,448ｔ 
（合計） 

1,449ｔ 
（合計） 

1,448ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

1,442ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

1,446ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

1,448ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

1,449ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

1,448ｔ 

その他の色の

ガラス製容器 

（合計） 

1,470ｔ 
（合計） 

1,474ｔ 
（合計） 

1,476ｔ 
（合計） 

1,477ｔ 
（合計） 

1,475ｔ 
（引渡量） 

1,010ｔ 
（独自処理量） 

460ｔ 
（引渡量） 

1,013ｔ 
（独自処理量） 

461ｔ 
（引渡量） 

1,015ｔ 
（独自処理量） 

461ｔ 
（引渡量） 

1,015ｔ 
（独自処理量） 

462ｔ 
（引渡量） 

1,014ｔ 
（独自処理量） 

461ｔ 
主として紙製

の容器であっ

て飲料を充て

んするための

もの(原材料と

してアルミニ

ウムが利用さ

れているもの

を除く) 

17ｔ 17ｔ 18ｔ 18ｔ 17 ｔ 

主として段ボ

ール製の容器 
6,125ｔ 6,139ｔ 6,150ｔ 6,153ｔ 6,149ｔ 

主としてポリ

エチレンテレ

フタレート(Ｐ

ＥＴ)製の容器

であって飲料

又はしょうゆ

等を充てんす

るためのもの 

（合計） 

2,724ｔ 
（合計） 

2,730ｔ 
（合計） 

2,735ｔ 
（合計） 

2,736ｔ 
（合計） 

2,734ｔ 

（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

2,724ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

2,730ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

2,735ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

2,736ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

2,734ｔ 

主としてﾌﾟﾗｽﾁ

ｯｸ製の容器で

あって上記以

外のもの 

（合計） 

4ｔ 
（合計） 

4ｔ 
（合計） 

4ｔ 
（合計） 

4ｔ 
（合計） 

4ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

4ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

4ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

4ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

4ｔ 
（引渡量） 

0ｔ 
（独自処理量） 

4ｔ 



９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器包装リサイクル

法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込みの算定方法 

各年度の分別収集見込み量は、直近年度の収集実績量を基礎とし、足立区における将来人口の推計

値を加味したうえで算定する。 
 

10 分別収集を実施する者に関する基本的事項(法第８条第２項第５号) 

分別収集は、現行の業者委託の方法のほか、民間施設、または区直営職員による公共施設等の拠点

回収、民間の自主回収である集団回収により行う。 
 
11 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項(法第８条第２項第６号) 

分別収集した容器包装廃棄物については、民間の施設を活用し、必要に応じた選別、圧縮、保管を

行う。 
 

12 その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項 

(１) 容器包装廃棄物の分別収集を円滑かつ効率的に進めていくため、区民や事業者と一体となって、
協働して取り組める方策を検討していく。 

(２) 区内産業の振興、運搬距離の短縮による環境負荷低減と経費の優位性、既存施設及び設備の有効
利用という観点から区内業者を積極的に活用していく。 

(３) 区民の負担感を軽減し、区民の協力が得やすいリサイクルシステムを構築する。 
(４) ３年後の計画改定時に適切な計画の策定のため、毎年度、分別収集計画記載事項の実績を確認、
記録し、その記録を基に精度の向上を図る。 

 


